（様式３）

避難行動要支援者対策（地域支え合い活動）に係る個人情報の取扱いに関する協定書

泉南市（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）は、泉南市避難行動要支援者避難行動支援プランに基づく避難行動要支援者（以下「要支援者」という。）における災害時の避難行動支援活動の実施にあたり、甲より提供する避難行動要支援者に関する情報及び本事業を行う上で収集した個人情報の取扱いについて、必要な事項を定めるため、次のとおり協定を締結する。

（目的）
第１条　この協定は、災害時において、自力では迅速な避難、及び安全な避難生活を送ることが困難であると考えられ、特に配慮と支援を必要とする要支援者に対する、甲と乙の協働による避難行動要支援者支援活動（以下「支援活動」という。）に関して、必要な事項を定めることを目的とする。

（避難行動要支援者支援活動）
第２条　乙は、要支援者に対して、別表に掲げる支援活動を実施可能な範囲において行う。
２　甲は、乙が支援活動を行うにあたって、必要な支援を可能な範囲で行なう。

（避難行動要支援者名簿の記載事項）
第３条　甲は、次の各号に掲げる事項を記載した避難行動要支援者名簿（以下「要支援者名簿」という。）を乙に提供し、必要な支援を行うものとする。
(1)　氏名
(2)　住所
(3)　電話番号
(4)　生年月日
(5)　性別
(6)　その他要支援者が提供することを希望する事項（支援活動を行うに当たり必要となる事項）
２　乙は、要支援者名簿の受領後、甲に避難行動要支援者（地域支え合い活動）名簿受領書兼誓約書（様式６（以下「受領書兼誓約書」という。））を提出しなければならない。また、甲に提出した受領書兼誓約書の内容に変更が生じた場合は、速やかに甲に報告しなければならない。

（要支援者名簿の提供）
第４条　甲より乙に提供する要支援者名簿は、泉南市避難行動要支援者（地域支え合い活動）登録届出書兼同意書（様式１）に同意のあった者で、以下の区域に居住する者の名簿とする。
	提供する要支援者名簿の
対象者が居住する区域
	○○○○○



（支援活動を行う地域的範囲）
第５条　乙の支援活動を行う地域的範囲は、以下の範囲とする。
	支援活動を行う区域
	○○○○○


（個人情報の収集の制限）
第６条　乙は、支援活動のため、要支援者の個人情報を収集するときは、その目的を明確にし、当該目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により実施しなければならない。

（個人情報の利用及び提供の制限）
第７条　乙は、要支援者名簿に係る個人情報を支援活動以外の目的で利用してはならない。
２　乙は、要支援者名簿から知り得た個人情報及び本事業の実施に当たり知り得た個人情報を正当な理由なく第三者に漏らしてはならない。また、支援活動を離れた後においても同様とする。
３　乙は、甲の指示がある場合を除き、要支援者名簿から知り得た個人情報を甲の書面による事前承諾を得ることなく、第三者に提供してはならない。
４　乙は、甲の指示がある場合を除き、甲の事前の承諾を得ることなく、要支援者名簿を複写、又は複製してはならない。

（要支援者名簿の管理及び更新）
第８条　乙は、要支援者名簿について、適正に管理しなければならない。
２　乙は、要支援者名簿の引き渡しを受けた後、これを施錠できる場所に保管するなど、適切な安全対策を講じなければならない。
３　乙は、要支援者名簿の紛失、漏えい、破損、改ざん等がないよう細心の注意を持って管理しなければならない。
４　乙は、要支援者名簿に係る個人情報の漏えいを防止しなければならない。
５　乙は、受け取る要支援者名簿ごとに要支援者を管理する者（以下「名簿管理者」という。）を定め、それぞれ避難行動要支援者（地域支え合い活動）名簿管理者届（様式４）を甲に提出しなければならない。また、これらの名簿管理者を取りまとめた避難行動要支援者（地域支え合い活動）名簿管理簿（様式５）も併せて提出することとする。これらの内容に変更が生じた場合は、速やかに報告しなければならない。
６　原則として乙の代表者は、名簿管理者の管理を行うものとする。
７　乙は、第三者に要支援者名簿を管理させてはならない。
８　甲は、乙と協議の上、要支援者名簿を更新する。

（協力者への周知）
第９条　乙は、災害時に要支援者の避難等を支援することを予め了承し、乙から要支援者に係る個人情報の提供を受けた者に対して、要支援者名簿から知り得た個人情報を正当な理由なく第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないことなどの個人情報の保護に必要な事項を周知徹底しなければならない。

（事故発生時における報告）
第１０条　乙は、要支援者名簿の紛失、盗難その他の事故が生じ、又は生じるおそれのあるときは、直ちに甲に報告し、その指示に従うものとする。

（名簿の管理等に関する報告及び検査）
第１１条　甲は、この協定の履行に関し必要があると認めたときは、乙に対して報告を求め、又は検査を実施することができる。

２　乙は、前項の規定により甲から報告を求められ、若しくは、適正な措置を講じることを求められたときは、速やかにこれに応じ、また甲から検査の要請を受けたときは、これに協力しなければならない。

（本協定に違反した場合の措置）
第１２条　乙が本協定に違反した場合は、甲は必要に応じて要支援者名簿を返却させるものとする。

（要支援者名簿の返還）
第１３条　乙は、甲から要支援者名簿の返還を求められたとき、又は乙が支援活動を行わなくなったときは、直ちに要支援者名簿を甲に返還しなければならない。第７条第４項により、甲の事前の承諾を得て、要支援者名簿を複写、又は複製した場合も同様とする。

（有効期間及び更新）
第１４条　この協定の有効期間は、本協定締結日から　　　　年　　月　　日までとする。
２　前項の規定に関わらず、本協定の有効期間が満了する日の30日前までに、甲乙のいずれかからの申出がない場合は、本協定は有効期間が満了する日の翌日から１年間期間を延長するものとし、以降も同様とする。

（協議）
第１５条　本協定書に定めのない事項及び本協定に関する疑義が生じた場合は、甲及び乙協議のうえ別に定めるものとする。この協定の締結を証するため本協定書を２通作成し、甲、乙双方記名押印の上、各１通を保有する。

　　年　　月　　日

甲　　泉南市樽井一丁目１番１号
泉南市
[bookmark: _GoBack]泉南市長　

乙







別表（第２条関係）
	区　分
	項目（例）

	平常時
	１　平常時における声かけを行う（要支援者との顔合わせ、要支援者宅の訪問、状況把握など）
２　防災訓練への参加への働きかけを行う（防災訓練を実施に際して要支援者への安否確認や避難誘導等を行う）
３　災害に関する情報の提供を行う
４　要支援者の個別計画書を策定する（※）

	災害時
	１　要支援者に災害情報を伝達する
２　要支援者の安否確認と必要な支援をする
３　要支援者の避難誘導を行う
４　安否確認により要支援者の救出・救護が必要と判断した場合は、行政機関や近隣住民等に援助を求める
５　避難生活の支援を行う


（※）個別計画を策定するにあたっては、以下の事項も定めるように努める。
・要支援者の事前の備え
・避難所への避難経路
・避難所の運営における配慮
・共同住宅、自宅及び近隣における一時避難その他避難所以外での避難

